
令和 5年 2月

宮城県総務部市町村課宮城県総務部市町村課
［ホームページアドレス］https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/sichouson/zaimubunseki.html

※ホームページからもご覧いただけます。
［ホームページアドレス］https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/sichouson/zaimubunseki.html

※ホームページからもご覧いただけます。

令和3年度決算令和3年度決算

東日本大震災の津波から避難者９０人の命を守り抜いた中浜小学校。現在は震災遺構として当時のまま保存、公開されています。
夏になると近辺にはヒマワリ畑が一面に咲き誇り、多くの人で賑わいます。（山元町）
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あなたのまちの明日を考えるあなたのまちの明日を考える



令和3年度決算

目で見る市町村財政 目次

宮城県市町村の地方債残高の現状
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令和３年度の県内市町村の普通会計決算額は、以下のとおりです。
○歳入　１兆５，３５１億円（前年度比２，５９９億円、１４．５％減）
　　　　　うち、東日本大震災分　２，２６７億円（前年度比１，５６４億円、４０．８％減）
○歳出　１兆４，４７４億円（前年度比２，０４５億円、１２．４％減）
　　　　　うち、東日本大震災分　１，７８１億円（前年度比１，００７億円、３６．１％減）
※東日本大震災分は復旧・復興事業分及び全国防災事業分の合計。以下、同じ。
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第１部　市町村財政の推移と現状分析

普通会計第１章

決算規模・決算収支１

赤字の団体数決算額
区　分

Ｒ３年度Ｒ２年度Ｒ３年度Ｒ２年度

０/３５団体０/３５団体３６２億円３３２億円実 質 収 支

１３/３５団体１３/３５団体３０億円▲１２億円単 年 度 収 支

１１/３５団体２５/３５団体２２８億円▲２９３億円実質単年度収支



２

実質単年度
収　支

単年度
収　支

実　質
収　支

形式収支歳出総額歳入総額
市町村名

うち東日本
大震災分（Ａ）－（Ｂ）うち東日本

大震災分（Ｂ）うち東日本
大震災分（Ａ）

２，８１８２，５５６６，８９５４４９１０，４７６１９，１１０６２６，４９７１９，５６０６３６，９７２仙 台 市

１１，０１３▲７１４５，０３２３１，７６３３７，２０６８２，３１０１５６，９７７１１４，０７３１９４，１８３石 巻 市

▲９８１７１，１３１３２５１，６６６２，６５３２７，１１３２，９７８２８，７７９塩 竈 市

８，４８３２８８３，８３７７，０５４８，５８７３４，５０７６９，４２２４１，５６０７８，００９気仙沼市

７１６１３２６３４９４９１７１５３１８，５１２２４７１９，４３０白 石 市

▲８４３▲４５２１，０３０４８２１，７９０５，６５３４２，１６０６，１３５４３，９５１名 取 市

１０８８０５２９１７５７２９５４１８，３５４２２９１９，０８３角 田 市

１，１８９５８１１，０３９５５１，２９９１，３５３２７，５６３１，４０８２８，８６２多賀城市

▲１，２６４▲１２４１，３８８２３７１，７３６１，１８９２０，６５９１，４２６２２，３９５岩 沼 市

▲５０８３３８１，１６５２０２１，２２８１６１４７，３４６３６３４８，５７４登 米 市

９７４２５９１，２９２１２１１，５２３１１７４５，０７４２３８４６，５９８栗 原 市

▲３１９１４４９４７４８８１，４１８３，０７５２５，０５８３，５６３２６，４７５東松島市

▲２，３２７▲２６２，２６９３８４３，４１７２，６６６７６，１４８３，０５０７９，５６６大 崎 市

４１２８３１，０５１６２１，３５４１０１７，９６３７１１９，３１７富 谷 市

１９８▲３１９４８９２０５２２７，４５４１１１７，６５９蔵 王 町

６５３１０１０１０５７２，５７３７２，６７８七ヶ宿町

３９９１０３３５４１５３９９３５１２，３７９４９１２，７７８大河原町

９７８１７４２６２７５２１６，３８６４７６，６６１村 田 町

３９１７４８７３１５４７１４３１８，０６６１７５１８，６１３柴 田 町

５３３９６２７１５２９４４５，８３９９６，１３３川 崎 町

▲２３５９５２７２０７１１１１８１５，４０４１１８１６，１１５丸 森 町

６４▲１６９２９７１３９５０１２，５４４１５，８４７２，６８３１６，３４８亘 理 町

６４５▲３４０４９２１，７７１１，８５９４，１７４１２，６９０５，９４５１４，５４９山 元 町

▲２１▲７３８６１０４４１０１，３２９８，２９１１，４３４８，７０１松 島 町

８５９０３３９１４５４２９７１４８，２４６８５８８，６７５七ヶ浜町

１３２２５８３５０６２１２５１３，８３３７４１４，４５５利 府 町

▲７８２▲４３１３５７８５８６０６０１４，２３０８５８１４，８３６大 和 町

▲８１１０４５２７５７１６２３６，８１８２７７，５３３大 郷 町

３８７▲２４８５３０２１０１１５，６００３０３５，７０１大 衡 村

１３８２７１３２１２１４０１２４４，９５２１３６５，０９２色 麻 町

１３５３２５９２６２３９７１３１９１４，５０２３４２１５，４７３加 美 町

３０１▲７５９９９１１２５２６３８，３４３３５４８，４６８涌 谷 町

１０６１２６３２３３９３５５４６９１２，０４１５０８１２，３９６美 里 町

▲５６０▲２９１５９１，９６４２，４０６４，６１６１４，６７５６，５８０１７，０８１女 川 町

４５８▲１２２１，３６４１，０６８２，６０１１０，１５２２０，３９５１１，２２１２２，９９６南三陸町

２０，３５５３，１６５２８，２３８４１，８９０７３，３４７１５３，０１１１，２１８，８４６１９４，９０１１，２９２，１９３市 計

２，４５７▲２１５７，９２４６，７３８１４，３７７２５，１０３２２８，５６４３１，８４１２４２，９４０町 村 計

２２，８１２２，９５０３６，１６２４８，６２８８７，７２４１７８，１１４１，４４７，４１０２２６，７４１１，５３５，１３４県計（仙台市含）

１９，９９４３９４２９，２６７４８，１７９７７，２４８１５９，００３８２０，９１３２０７，１８２８９８，１６２県計（仙台市除）

形式収支
歳入から歳出を差し

引いた額をいいます。

実質収支
その年度の決算で、

収支が黒字か赤字かを
見るための指標で、形
式収支から翌年度に繰
り越すべき財源（事業
の繰越によって来年度
に確保すべき財源な
ど）を差し引いた額を
いいます。

単年度収支
実質収支には、その

年度以前から累積され
た黒字や赤字の要素が
含まれています。した
がって、その年度の収
支の黒字・赤字を判別
するためには、その年
度の実質収支から、前
年度の実質収支を差し
引いた額を算出する必
要があり、この数値を
単年度収支といいま
す。

実質単年度収支
単年度収支には、長

期的に見て、実質的な
黒字要素・赤字要素と
なる支出・収入が含ま
れています。例えば財
政調整基金への積立て
は将来の赤字に備えて
行うもので、その年度
では支出となります
が、後年度で取り崩せ
ば収入となります。ま
た、地方債の繰上償還
は償還を行うその年度
において、単年度とし
ては大きな支出になり
ますが、後年度の地方
債償還額は小さくなり
ます。これらの要素が
なかったと仮定して算
出した収支を実質単年
度収支といいます。
実際の算定にあたっ

ては、単年度収支に、
財政調整基金への積立
額及び地方債の繰上償
還額を加え、財政調整
基金の取崩し額を差し
引いた額となります。

普通会計
市町村など地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分経理されていますが、各団体の会計区分は一様ではないた
め、一般行政部門を普通会計として整理しています。この他の会計には、その収支を一般会計とは分けて経理する必要がある
場合に設けられる会計で、各種の公営企業会計や国民健康保険事業会計、後期高齢者医療事業会計、介護保険事業会計などが
あります。

―用語解説――（単位：百万円）

市町村別普通会計決算収支の状況　　令和３年度
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（１）歳入構造
令和３年度の歳入は１兆５，３５１億円で、前年度に対し２，５９９億円（１４．５％）の減少となりまし

た。
歳入が減少した要因は、国庫支出金や繰入金などの減少額が大きかったことがあげられます。

歳入構成比の推移

地方税　地方公共団体が仕事を進めていくために根本になる財源で、その地域に暮らし、活動し、消費している個人や法人が
負担しているものです。地方税には都道府県が課税する都道府県税と市町村が課税する市町村税があります。
地方交付税　地方税は、地域によって人口や経済力に差があるため、どの地域も同じように得られるとは限りません。一方で、
例えば生活保護などは、地域の経済力に差があるとしても日本全国どこでも同じ内容でなければなりません。このように、一
定の行政水準を保つため、地域ごとの税収の違いを補てんする地方交付税という制度があります。いわば、国による税の再配
分の性格を持っており、国税のうち、所得税、法人税、酒税及び消費税のそれぞれ一定割合と地方法人税の全額を財源として
います。交付税には、一定の算式により交付される「普通交付税」と、災害など特別の財政事情に応じて交付される「特別交
付税」、東日本大震災による特別な財政事情に応じて交付される「震災復興特別交付税」の３つがあります。
地方債　地方公共団体が、必要とする資金を外部から調達するために負担する債務で、その返済が単年度でなく、複数年度に
わたり行われるものです。

（億円） （単位：億円、％）
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―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

歳　入２

歳入
1兆5,351
億円

地方税
24.2%

その他
25.1%

地方債
7.0%

県支出金
7.8%

国庫支出金
21.3%

地方交付税
14.0%

地方譲与税
0.6%

増減率増減額R３年度R２年度

▲０．６▲２２３，７２０３，７４２地 方 税

２．２２９５９３地方譲与税

▲９．４▲２２２２，１４７２，３６９地方交付税

▲３３．１▲１，６１１３，２６３４，８７４国庫支出金

４４．５３７０１，２０１８３１県 支 出 金

▲７．０▲８１１，０６９１，１５０地 方 債

▲２１．２▲１，０３５３，８５６４，８９１そ の 他

▲１４．５▲２，５９９１５，３５１１７，９５０歳 入 合 計

（令和３年度） （単位：億円、％）

○主な減少理由
国庫支出金…新型コロナウイルス感染症に係る特別定額給付金給付事業費・事務費補助金の減少など
その他（繰入金）…復旧・復興事業の進捗に伴う東日本大震災復興交付金基金からの繰入金の減少など
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

仙台市
石巻市
塩竈市
気仙沼市
白石市
名取市
角田市
多賀城市
岩沼市
登米市
栗原市
東松島市
大崎市
富谷市
蔵王町
七ヶ宿町
大河原町
村田町
柴田町
川崎町
丸森町
亘理町
山元町
松島町
七ヶ浜町
利府町
大和町
大郷町
大衡村
色麻町
加美町
涌谷町
美里町
女川町
南三陸町

地方税 地方譲与税 地方交付税 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

9.0 15.20.4 22.3 3.8 2.8 46.5

21.5 1.0 27.0 19.2 7.8 6.1 17.5

27.0 0.7 7.8 20.6 8.3 7.2 28.5

17.5 1.0 24.1 15.1 9.3 6.8 26.1

28.4 13.9 27.3 7.8 6.3 15.90.5

29.9 0.9 9.2 21.5 9.4 6.2 22.9

15.8 1.5 35.8 17.9 8.0 6.1 14.9

15.8 1.1 40.6 14.0 6.2 10.1 12.2

14.4 22.7 21.8 6.5 7.0 26.90.7

20.0 0.8 26.0 19.7 7.8 10.3 15.4

21.5 1.1 33.1 11.6 8.4 4.5 19.8

18.1 1.5 46.8 7.5 4.3 5.7 16.0

23.4 16.4 15.5 7.5 6.6 30.10.6

19.2 35.1 15.4 5.8 6.0 17.41.1

23.4 0.7 17.4 16.2 6.2 10.9 25.3

14.6 1.2 45.8 12.6 7.0 5.5 13.2

7.6 30.6 34.6 4.6 8.3 13.40.8

23.4 20.0 17.5 6.6 3.4 28.20.9

0.6 29.8 16.7 4.6 6.5 32.88.9

19.3 0.6 26.3 11.6 7.2 3.2 31.8

23.9 26.3 19.6 6.4 4.2 19.00.6

32.1 10.2 20.7 8.5 6.1 21.70.7

39.8 8.71.0 21.5 7.4 2.0 19.6

16.6 0.6 23.4 19.1 11.6 8.6 20.0

17.127.0 17.5 4.4 8.3 24.80.9

14.4 1.8 50.5 12.8 5.9 3.3 11.3

16.8 1.4 38.6 12.7 6.9 8.1 15.5

17.8 1.3 40.0 15.1 8.2 5.0 12.7

20.8 1.1 36.2 15.7 7.4 6.0 12.7

0.3 1.8 32.5 37.83.0 6.218.5

20.3 0.4 21.4 24.4 7.8 4.9 20.8

9.7 0.4 10.7 15.4 3.8 3.2 56.9

34.2 0.5 5.2 23.7 10.2 8.8 17.5

32.4 0.8 12.0 24.2 8.1 2.2 20.3

19.9 43.1 4.0 3.7 23.15.9 0.4

歳入のうち一般財源の構成割合（令和３年度）

60

10

0

40

50

30

20

（％） 

地方譲与税 地方税 地方交付税 その他 

財政力指数 
グループ 

1.0以上 
Ａ 

0.5～1.0未満 
Ｂ 

0.4～0.5未満 
Ｃ 

0.2～0.4未満 
Ｄ 

平　均 
全 

0.7

23.2

15.9

5.9

0.5

8.4

27.928.4

5.0
0.6

5.3
0.6

14.0

24.2

3.8
1.1

35.4

13.5

4.3

4.2

※財政力指数については、Ｐ１６を参照してください。

◎グループ別の該当団体
Ａ　大和町・女川町
Ｂ　仙台市・石巻市・塩竈市・名取市

角田市・多賀城市・岩沼市・富谷市
大河原町・柴田町・亘理町・七ヶ浜町
利府町・大衡村

Ｃ　気仙沼市・白石市・東松島市・大崎市
　　蔵王町・村田町・松島町・大郷町

美里町
Ｄ　登米市・栗原市・七ヶ宿町・川崎町
丸森町・山元町・色麻町・加美町
涌谷町・南三陸町

市町村別歳入構成比（令和３年度）

―用語解説―――――――――――――
一般財源　財源の使途が特定されず、どのような経費
にも使用することができるものをいいます。
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（２）自主財源と依存財源
令和３年度の歳入に占める割合は、自主財源が４４．０％（前年度４４．２％）、依存財源が５６．０％

（前年度５５．８％）となりました。新型コロナウイルス感染症に係る特別定額給付金給付事業費・
事務費補助金などの国庫支出金等の減少に伴い依存財源の総額は減少したものの、固定資産税
や個人・法人住民税などの地方税等の減少に伴い自主財源の総額も減少したために、依存財源
の割合は前年度よりも高くなっています。 

6

2

6

6

6

1

3

蔵王町・七ヶ宿町・村田町
山元町・七ヶ浜町・大郷町

大河原町・柴田町・亘理町
松島町・利府町・大衡村

2

仙台市・岩沼市
富谷市

大和町
女川町

丸森町

3

塩竈市・白石市・角田市
多賀城市・東松島市・大崎市

石巻市・気仙沼市
名取市

登米市
栗原市

川崎町・色麻町・加美町
涌谷町・美里町・南三陸町

50％以上

（市部） （町村部） 

40～50％未満

30～40％未満

20～30％未満

20％未満

自主財源の割合別団体数（令和３年度）

歳入決算額の推移
単位：億円（％）（億円）

20,000

15,000

10,000

5,000

0
Ｈ22 H29 H30 Ｒ2 Ｒ3年度Ｒ1

9,510

4,235
（44.5）

1,987
（20.9）

5,274
（55.5）

3,138
（33.0）

15,687

8,252
（52.6）

3,432
（21.9）

2,433
（15.5）

7,435
（47.4）

15,121

7,942
（52.5）

7,179
（47.5）

2,409
（15.9）

3,687
（24.4）

15,053

7,529
（50.0）

7,524
（50.0）

2,548
（16.9）

3,771
（25.1）

17,950

10,009
（55.8）

7,942
（44.2）

2,369
（13.2）

3,742
（20.8）

計 15,351

依存財源
8,592
（56.0 ）

自主財源
6,759
（44.0）

うち地方交付税
2,147
（14.0 ）

うち
地方税
3,720
（24.2 ）

自主財源・依存財源の割合の推移

H22 H29 H30
0

10

20

30

40

50

60
（％）

R2 R3年度R1

依存財源

自主財源

地方交付税

国庫支出金

地方債

地方税

21.9
24.4 25.1 

20.8

6.6 6.8 7.3 6.4

15.5

15.2

52.6 52.5
50.0

44.2 

27.2

55.8 

50.0
47.4 47.5

12.6

12.0

20.9

33.0

55.5

44.5

15.9

15.6

16.9

13.2

21.3

7.0

44.0

24.2 

56.0 

14.0
16.6

増減R３年度R２年度
割合決算額割合決算額割合決算額
▲０．２▲１，１８３４４．０６，７５９４４．２７，９４２自主財源

０．２▲１，４１７５６．０８，５９２５５．８１０，００９依存財源

自主財源
44.0%

依存財源
56.0％

〔内訳〕｠
・地方税
・分担金及び
　負担金
・使用料
・手数料
・財産収入
・寄附金
・繰入金
・繰越金
・諸収入

〔内訳〕｠
・国庫支出金
・県支出金
・地方交付税
・地方譲与税
・地方債

（令和３年度）

（単位：億円、％）
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（３）市町村税の収入実績
令和３年度の市町村税収入済額は、３，７２０億円と前年度から０．６％減少しました。
税目別に見ると、市町村民税は前年度比１．１％減の１，７３７億円で構成割合は４６．７％となりまし
た。このうち、法人税割は、減少幅の大きかった令和２年度（令和元年度比１９．６％減）と比較
しても、４．４％の減となっており、引
き続き新型コロナウイルス感染症の
影響（申告期限の延長及び業績悪化
による調定額の減少）を反映してい
ると考えられます。
固定資産税は前年度比１．２％減の

１，４７４億円で構成割合は３９．６％とな
りました。減少の要因は、新型コロ
ナウイルス感染症の緊急経済対策に
おける中小事業者向けの税制上の軽
減措置等によるものです。なお、震
災以前と比較すると５．２％の増とな
りました。
他の普通税では、軽自動車税等

（構成割合１．６％）が前年度比３．２％
増、目的税では、入湯税（構成割合
０．１％）が前年度比１０．０％増、事業所
税（構成割合１．６％）が前年度比５．３％
増となっています。

市町村税の構成（令和３年度）
（国民健康保険料（税）を除く）

目的税
276（7.4）

単位：億円（％） 

個人分
1,440
（38.7）

市町村
民　税
1,737
（46.7）

普通税 3,444
（92.6）

固　定
資産税
1,474
（39.6）

法人分
297
（8.0）

土地
473

（12.7）

家屋
666

（17.9）

償却資産
323
（8.7）

都　市
計画税
214
（5.8）

県全体
3,720億円

事業所税
59（1.6）入湯税等

3（0.1）

軽自動車税等
59（1.6）

交付金
12（0.3）

市 町 村
たばこ税
174（4.7）

市町村税収入済額（税目別）の推移
（国民健康保険料（税）を除く）

（億円）

H22 H29 R1H30 R3年度

単位：億円（％）

3,138

251（8.0）

186（6.0）

1,401
（44.6）

1,300
（41.4）

3,4323,432

258（7.5）

224（6.5）

1,393
（40.6）

1,557
（45.4）

3,687

265（7.2）

221（6.0）

1,420
（38.5）

1,781
（48.3）

R2

3,771

273（7.2）

224（5.9）

1,472
（39.1）

1,802
（47.8）

3,742

275（7.4）

219（5.8）

1,492
（39.9）

1,756
（46.9）

目
的
税
そ
の
他
普
通
税

固
定
資
産
税

市
町
村
民
税

計3,720

276（7.4）

233（6.3）

1,474
（39.6）

1,737
（46.7）

注）令和元年度以降のその他普通税は、軽自動車税環境性能割を含めた額です。
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収入率は、県全体で９７．９％（前年度９７．３％）と前年度より０．６ポイント上回りました。各市町
村別の状況については、２６団体で前年度の収入率を上回りました。
主な税目別の収入率は、市町村民税は９７．７％（前年度９７．３％）で０．４ポイント上回り、固定資
産税は９７．９％（前年度９７．１％）で前年度を０．８ポイント上回りました。
次年度に繰越される収入未済額は７５億円と前年度から２１億円（２１．９％）の減少となっていま
す。これは令和２年度に適用された新型コロナウイルス感染症に係る徴収猶予の特例分が令和
３年度に納付されたこと等によるものです。

次年度に繰越される収入未済額と収入率の推移
（国民健康保険料（税）を除く）

（百万円）
30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

（％）

98.0

97.0

96.0

95.0

94.0

93.0

92.0

91.0

90.0

H22 H29 H30 R2 R3年度R1

市町村民税 固定資産税 その他普通税
市町村税（収入率） 市町村民税（収入率） 固定資産税（収入率）

目的税市町村民税 固定資産税 その他普通税
市町村税（収入率） 市町村民税（収入率） 固定資産税（収入率）

目的税

1,788
（6.7）

440（1.7）

13,340
（50.1）

11,042
（41.5）

26,610

90.6

91.6

91.8

96.8

97.1
97.1

4,252
（46.2）

4,059
（44.1）

424
（4.6）

468
（5.1）

9,203

4,318
（50.3）

3,454
（40.3）

410
（4.8）

394
（4.6）

8,576

市
町
村
民
税

固
定
資
産
税

そ
の
他
普
通
税

目
的
税

4,338
（51.2）

3,412
（40.3）

312
（3.7）

405
（4.8）

8,467

97.3

97.6
97.5

97.5

4,593
（47.6）

4,071
（42.2）

284
（2.9）

702
（7.3）

9,648

97.597.5

97.9
97.9
97.7

97.3
97.3

97.1

計 7,487

3,963
（52.9）

2,908
（38.8）

264
（3.5）

353
（4.7）

※「収入未済額」＝「調定済額」－「収入済額」＋「還付未済額」－「不納欠損額」
注）（　）内は全体に占める割合
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（４）地方交付税の概要
地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む住民にも標準的な
行政サービスや基本的な社会資本が提供できるように財源を保障するためのもので、地方の固
有財源です。
本来、地方自治の観点からは、行政活動に必要な財源はそれぞれの地方公共団体がその住民
から徴収した地方税で賄うのが理想ですが、税源の地域的なアンバランスがあり、多くの地方
公共団体が必要な税収を確保できません。そこで、本来地方の税収入とすべき財源を国が代
わって徴収し、一定の合理的な基準によって再配分しています。つまり、地方交付税は「国が
地方に代わって徴収する地方税」といえます。

平成２２年度以降における地方交付税全国総額の推移については、東日本大震災直後の平成２３
年度に、震災対応分として特別交付税が増額されたほか、震災復興特別交付税が創設されたこ
とにより約１８．８兆円に増加しましたが、その後は景気回復による税収の伸びや復興事業の進捗
等に伴い減少傾向が続き、平成３０年度には約１６．５兆円に減少しました。
令和元年度以降は微増傾向でしたが、令和３年度は、国の補正予算により地方交付税の総額
が増額され、普通交付税の再算定が行われたことなどにより、地方交付税全国総額としては前
年度を大きく上回り約１９．５兆円となりました。
一方、近年の県内市町村における地方交付税総額については、復興事業の収束に伴う震災復
興特別交付税の減少幅が大きいことから、全国推移と異なり減少傾向にあります。

県内市町村の地方交付税額等及び全国の地方交付税総額の推移
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（百万円） 
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全
国
の
地
方
交
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総
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（
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正
後
ベ
ー
ス
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（億円）

Ｈ22 Ｈ23 Ｒ2 Ｒ3年度Ｒ1H29 H30
普通交付税 臨時財政対策債 特別交付税 震災復興特別交付税

地方交付税全国総額（補正後ベース）A
注）平成23年度以降の地方交付税全国総額は、普通交付税、特別交付税の交付額に震災復興特別交付税交付額を加えた額です。

181,580

17,124

58,277

171,936

187,522

167,680 165,482

107,781
114,165

141,385

186,251

69,340

123,694

51,662

430,947

159,799

15,656

67,819

42,582

285,856

153,056

15,501

72,316

41,913

282,786

154,874

25,009

74,944

35,124

289,951

普通交付税
179,777

特別交付税
19,736

震災復興特別交付税
15,201

臨時財政対策債
50,534

計 265,248

153,786

17,113

66,042

31,651

268,592

Aのうち国税四税分（平成22、23年度は国税五税分）

151,691

167,393
169,889

195,049

146,513

128,780

169,114

256,981

再算定　各地方公共団体に交付すべき普通交付税の額は、毎年８月３１日までに決定しなければならないこととなっています
が、地方交付税の総額の増加、その他特別に事由がある場合には９月１日以降において、既に決定した普通交付税の額を変更
できることになっています。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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●特別交付税（特別な財政需要に対する財源保障）
焔特別交付税

普通交付税の基準財政需要額の算定方法では捕捉されない除排雪、公立病院、離島航路
維持等の経費のほか、災害発生による災害復旧・応急対応など特別の財政需要に対して特
別交付税が交付されます。
焔震災復興特別交付税

東日本大震災からの復旧・復興事業に係る地方負担分について、地方債により措置する
のではなく、その全額を震災復興特別交付税で措置することにより、被災団体の実質的な
財政負担をゼロとする対応がとられました。
なお、平成２８年度からは被災自治体の「自立」につなげていく観点から、一部事業の地
方負担分への措置率が９５％となっています。

令和３年度県内市町村普通交付税算定結果

包
括
算
定
経
費

再
算
定

公
債
費

個
別
算
定
経
費
　 

基準財政需要額
（振替前）
565,596百万円

A

基準財政需要額
（振替後）
515,063百万円

B
（Ａ－臨時財政対策債振替額）

交付基準額
（錯誤後）
179,777百万円

Ｄ
（B－C＋錯誤額）

交付決定額
179,777百万円
（Ｄ－調整額）

一
般
財
源

基準財政収入額
335,421百万円

C

目
的
財
源

調整額
0

錯誤額
136

包括算定経費
48,559

臨時財政対策債償還基金費
13,846

臨時経済対策費4,164

公債費
63,113

総務費
39,655

産業経済費12,765

厚生費
202,210

教育費
79,648

土木費
49,654

消防費
32,170

地域の元気創造事業費5,864

地域社会再生事業費
4,610

人口減少等特別対策事業費7,287

地域デジタル社会推進費2,051

基準財政需要額
（振替後）
515,063

臨時財政対策債
振替額
50,534

B－C
179,641

交付決定額
179,777

普通税
258,703

税交付金
57,955

地方譲与税8,559
その他4,553

地方譲与税等
1,178
目的税4,473

179,777179,777

交
付
基
準
額
（
錯
誤
後
）179,777179,777

基準財政需要額　各地方公共団体が合理的かつ妥当な水準の行政を行うための財政需要を一定の方法によって算定した額です。
基準財政収入額　地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な常態において徴収が見込まれる税収入を一定の
方法によって算定した額です。標準税率で算定した地方税等の収入見込額のうち、７５％の額とされています。
臨時財政対策債　地方の財源不足を埋めるため、平成１３年度から地方財政法第５条の特例として発行されている地方債のこと
です。各地方公共団体の財源不足額及び財政力を考慮して発行可能額を算出し、基準財政需要額の一部が臨時財政対策債発行
可能額に振り替えられています。なお、臨時財政対策債に係る元利償還金相当額は、後年度の基準財政需要額に全額算入され
ることになっています。

普通交付税の算式
普通交付税額
＝財源不足額（基準財政需要額－基準財政収入額）＋

錯誤額－調整額（基準財政需要額×調整率）

※調整額：普通交付税の総額が財源不足額の総額に満
たない場合に、財源不足額の総額を普通交
付税の総額と一致させるために調整される
額のことをいいます。（令和３年度の調整
額はありません）

※錯誤額：交付税算定後において、基準財政需要額ま
たは基準財政収入額に異動の生じた額をい
います。

　注）１．構造説明のため、数値とグラフの長さが合わ
ない箇所があります。

２．表示単位未満四捨五入のため合計と積み上げ
額が一致しない場合があります。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

●普通交付税（標準的な行政運営に対する財源保障）
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（１）歳出構造
令和３年度の歳出は１兆４，４７４億円で、前年度に対して２，０４５億円（１２．４％）の減少となりま

した。

性質別分類　歳出を経済的性質によって、人件費、普通建設事業費、物件費など、予算や決算の区分である節を基準として分
類したものです。また、経費を「義務的経費」「投資的経費」「その他の経費」に分類することによって、財政の健全性、弾力
性を測定することができます。

市町村別歳出構成比（性質別分類）（令和３年度）

仙台市
石巻市
塩竈市

気仙沼市
白石市
名取市
角田市

多賀城市
岩沼市
登米市
栗原市

東松島市
大崎市
富谷市
蔵王町

七ヶ宿町
大河原町
村田町
柴田町
川崎町
丸森町
亘理町
山元町
松島町

七ヶ浜町
利府町
大和町
大郷町
大衡村
色麻町
加美町
涌谷町
美里町
女川町

南三陸町
県　　計
全　　国

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

18.6 9.8 23.9 0.28.8 14.4 12.3 6.7

7.4 13.3 9.9 20.2 3.7 8.1 26.3 3.9 7.1

13.9 6.3 23.3 7.8 1.7 12.3 19.5 9.0 6.3

9.6 16.8 7.9 24.9 7.5 10.0 12.7 6.5

14.2 6.1 18.2 6.6 3.1 17.0 11.4 8.2 15.2

12.8 6.9 22.9 11.3 13.4 16.0 5.1 11.5

13.1 6.8 14.7 8.9 3.7 14.1 6.4 13.3

12.4 7.3 28.8 9.6 16.0 13.6 5.56.7

13.2 5.0 24.2 9.3 15.7 6.716.9 8.6

16.2 9.8 19.5 5.7 0.8 16.5 6.7 8.3

18.8 11.1 13.8 12.8 14.9 13.3 7.2 7.9

12.6 6.9 11.6 17.0 0.6 12.3 22.5 5.6 11.0

11.9 9.0 20.7 14.6 11.5 21.4 5.8 4.9

14.8 2.8 28.4 10.7 17.6 5.910.3 9.5

21.3 6.1 11.4 4.0 17.4 6.6 12.4

20.7 8.9 2.9 10.2 22.9 13.8 8.6 12.0

12.0 4.1 18.9 0.714.2 21.9 14.3 5.7 8.2

18.7 11.2 11.1 9.8 1.4 16.8 12.8 7.1 11.1

13.9 7.6 15.9 11.8 14.6 7.0 12.8

18.3 5.3 9.4 9.3 2.3 16.8 16.0 9.5 13.0

9.0 5.3 5.9 9.0 37.1 8.3 14.2 6.6 4.6

15.1 5.5 18.0 4.1 14.6 25.6 7.2 9.4

12.8 4.6 15.6 4.8 11.6 22.3 4.9 15.4

14.8 6.1 10.5 5.4 0.6 15.5 27.1 13.3 6.8

15.0 5.1 17.2 3.8 17.22.1 14.0 10.8 14.9

13.5 7.8 27.3 3.3 21.3 11.5 5.9 9.1

10.8 4.2 20.5 11.4 1.0 17.7 15.6 7.2 11.5

11.7 6.1 8.0 17.0 13.0 12.4 14.5 10.9 6.5

12.2 6.6 11.8 14.3 0.8 13.3 13.3 6.6 21.1

19.2 6.7 9.2 7.1 16.9 10.922.9 6.9

18.5 10.3 13.2 10.2 0.7 14.9 16.0 10.5 5.6

15.6 6.5 15.1 4.1 12.5 22.4 15.78.1

18.0 9.1 13.7 7.5 14.9 23.00.0 6.37.7

9.0 3.6 3.2 30.2 11.4 8.6 3.416.4 14.2

7.8 5.9 4.6 12.5 11.532.8 13.2 3.5 8.2

15.0 9.5 18.9 11.6 13.52.2 15.8 5.6 7.7

15.7 8.3 25.9 11.1 13.70.5 10.0 7.3 7.6

16.5

0.1

19.1

4.2

5.2

20.4

7.9

公債費 その他繰出金補助費等普通建設事業費扶助費人件費 災害復旧事業費 物件費

0.4

0.4

0.2

0.1

0.1

0.6

0.0

0.5

0.4

0.3

0.0

0.1

15.9

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

歳　出３
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市町村別歳出構成比（目的別分類）（令和３年度）

仙台市
石巻市
塩竈市

気仙沼市
白石市
名取市
角田市

多賀城市
岩沼市
登米市
栗原市

東松島市
大崎市
富谷市
蔵王町

七ヶ宿町
大河原町
村田町
柴田町
川崎町
丸森町
亘理町
山元町
松島町

七ヶ浜町
利府町
大和町
大郷町
大衡村
色麻町
加美町
涌谷町
美里町
女川町

南三陸町
県　　計
全　　国

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

7.6 33.1 9.3 0.4 10.0 16.8 9.9 12.7

9.1 17.4 8.6 2.5 33.8 5.5 3.7 13.4 6.0

15.6 36.4 8.1 1.7 12.2 7.5 1.8 6.3 10.4

9.7 14.2 10.8 10.4 16.7 5.5 7.5 8.1

19.3 30.7 13.3 2.4 7.7 8.3 3.1 6.1 9.1

17.2 30.7 6.9 1.3 17.2 11.2 0.4 6.9 8.3

24.8 25.7 7.3 7.4 8.9 8.6 6.8 6.8

15.3 40.5 6.3 8.8 13.5 7.57.3

22.4 37.5 7.7 2.1 10.7 6.6
0.4
5.0 7.8

13.3 30.6 11.3 6.4 8.0 9.9 9.8 10.1

10.8 30.0 11.6 6.2 10.0 10.5 0.2 11.1 9.6

14.4 26.9 7.2 3.7 16.5 15.3 0.6 6.9 8.5

13.5 30.0 13.7 3.9 11.0 10.0
0.1
9.0 8.8

12.6 43.7 9.1 9.90.8 12.1 2.8
0.1

8.8

20.2 23.6 11.2 3.1 6.2 16.4 6.1 12.7

23.7 15.0 10.2 8.7 10.9 8.9 0.0 8.9 13.7

21.4 28.7 10.4 1.3 9.2 15.0 0.7 4.1 9.1

20.6 22.8 10.8 3.6 10.7 9.8 1.4 11.2 9.1

25.1 27.7 9.3 2.2 7.6 12.0 7.6 7.9

21.3 23.7 11.7 4.7 10.1 10.2 2.3 5.3 10.7

9.9 17.1 6.4 4.8 5.3 7.8 37.1 5.3 6.3

18.9 39.5 6.8 2.6 10.8 7.9 5.5 7.4

18.6 26.2 6.5 23.7 6.0 4.8 4.6 4.2

31.1 26.6 6.9 2.0 9.3 7.6 0.6 6.1 9.9

20.7 30.3 8.4 1.3 12.4 11.9 5.12.1 7.9

16.5 38.9 7.6 0.9 5.7 11.5 0.3 7.8 10.9

12.4 31.1 10.4 3.1 12.6 17.2 1.0 4.2 8.0

16.6 19.5 6.6 13.0 11.8 7.4 13.0 6.1 5.8

27.6 19.6 7.2 4.3 16.6 7.1 0.8 6.6 10.2

15.0 21.0 18.3 9.7 10.0 10.3 6.7 8.9

14.1 28.1 9.2 5.0 9.2 14.9 0.7 10.3 8.5

20.8 27.9 14.2 6.3 6.6 9.4 0.1 8.26.5

14.5 30.1 12.8 6.6 6.7 12.2
0.0

8.19.1

25.4 8.5 7.7 7.2 26.2 11.4 3.65.0 5.0

17.2 9.9 7.0 9.7 4.37.2 32.8 5.9 5.9

11.6 29.0 9.4 2.6 12.313.3 2.3 9.5 10.0

12.4 38.1 9.4 2.0 11.59.7 8.3 8.1

0.8

0.5

3.7

17.1

0.4

0.6

5.4

民生費 その他公債費災害復旧費農林水産業費衛生費総務費 土木費 教育費

0.1

0.5

0.4

0.0

0.5

目的別分類　歳出をその行政目的によって、総務費、民生費、土木費、教育費など、予算や決算の区分である款及び項を基準
として分類したものです。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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（２）経費別決算額の推移
義務的経費は、扶助費や公債費の増加などにより、前年度と比較して１５．２％増の６，２８５億円で、
歳出総額に占める割合は４３．４％となりました。また、投資的経費は、普通建設事業費の減少など
により、前年度と比較して３２．１％減の２，００５億円、歳出総額に占める割合は１３．９％となりました。

歳出決算額の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000
（億円）

H22 H30 R1 R3年度R2H29

単位：億円(％)

2,954
（17.9）

8,112
（49.1）

5,454
（33.0）

2,175
（13.2）

16,519

投資的経費
2,005
（13.9）

その他
6,185
（42.7）

義務的経費
6,285
（43.4）

うち人件費
2,170
（15.0）

計14,474

1,071
（11.7）

3,702
（40.5）

4,364
（47.8）

1,647
（18.0）

2,074
（14.4）

14,452

3,760
（26.0）

5,588
（38.7）

5,105
（35.3）

13,994

3,090
（22.1）

5,791
（41.4）

5,113
（36.5）

2,046
（14.6）

2,873
（20.5）

5,866
（41.8）

5,279
（37.7）

2,069
（14.8）

14,018

9,136

義務的経費・投資的経費の割合の推移

H29H22 R1 R2 R3年度H30

（％）

13.3

7.7

14.4

26.0

35.3

47.8

22.1

13.9

36.5

18.9

14.0

7.9

14.6

義務的経費

投資的経費 人件費

扶助費

公債費

10.511.7

15.9

18.0

13.8

0

10

20

30

40

50

20.5

17.9

37.7

33.0

14.8

8.1
6.7

9.5

14.8

13.2

13.2

43.4

15.0

義務的経費　人件費、扶助費、公債費が該当します。支出が義務づけられているため、任意に節減できない極めて硬直性の高
い経費です。
投資的経費　普通建設事業費、災害復旧事業費等で、その支出の効果が資本形成に向けられる経費です。義務的経費に対して、
この経費の割合が高いほど、財政構造は弾力性が高いといえます。
普通建設事業費　道路、橋りょう、学校、庁舎等公共用又は公用施設の新増設等に要する投資的経費のことです。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

増減率増減額R３年度R２年度経費区分
▲０．２▲５２，１７０２，１７５人 件 費
２４．７２７２１，３７５１，１０３公 債 費
２５．９５６４２，７４０２，１７６扶 助 費
１５．２８３１６，２８５５，４５４義 務 的 経 費 計
▲２８．０▲６５４１，６８５２，３３９普通建設事業費
▲３７．５▲５７９９６３１，５４２うち、補助事業
▲９．０▲６７６７９７４６うち、単独事業
▲４７．９▲２９４３２０６１４災害復旧事業費
▲３２．１▲９４９２，００５２，９５４投 資 的 経 費 計
７．９１４４１，９５６１，８１２物 件 費

▲４７．６▲２，０８２２，２９１４，３７３補 助 費 等
▲１．７▲１４８１８８３２繰 出 金
２．３２５１，１２０１，０９５そ の 他

▲１２．４▲２，０４５１４，４７４１６，５１９歳 出 合 計

○主な増減理由
扶助費…児童福祉費、社会福祉費の増加など
公債費…復旧・復興事業に係る元利償還金（繰上償還を含む）の増加など
普通建設事業費…土地区画整理事業費（上位３団体）、低平地整備事業費（石巻市）の減少など

性質別
1兆4,474
億円

人件費
15.0%

公債費
9.5%

扶助費
18.9%

普通建設事業費
11.6%

投資的経費
13.9%

義務的経費
43.4%

災害復旧事業費
2.2%

物件費
13.5%

補助費等
15.8%

繰出金
5.6%

その他
7.7%

（令和３年度） （単位：億円、％）
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普通建設事業費の内訳の推移

0

50,000

100,000

150,000

200,000

300,000

250,000

H22 H29 R1 R2 R3年度H30

補助事業費
単独事業費
国直轄事業負担金
県営事業負担金

2,519 2,415

63,025

36,879

181,608

77,962

836 4,149

82,521

1,028 2,902

150,083

79,243

1,379 3,351

154,218

74,556

1,319 3,846

96,343

67,891

1,453 2,849

245,012

義務的経費の割合別団体数（令和３年度）

4

40～45%未満

35～40%未満

30～35%未満

25%未満

白石市

石巻市・気仙沼市
角田市・東松島市

七ヶ宿町・大河原町・川崎町
松島町・大衡村

山元町
大郷町

丸森町・女川町
南三陸町

（町村部）

7

5

1

2

3

25～30%未満

45～50%未満

50%以上

（市部）

多賀城市・登米市
富谷市

塩竈市・名取市・岩沼市
栗原市・大崎市

村田町・加美町
美里町

蔵王町・柴田町・亘理町・七ヶ浜町
大和町・色麻町・涌谷町

仙台市

3 1

5 3

1

利府町

投資的経費の割合別団体数（令和３年度）

20%以上

15～20%未満

10～15%未満

10%未満

（町村部） （市部） 

5

1

7

8

2

6

1

5

丸森町・山元町・大郷町
女川町・南三陸町

石巻市
気仙沼市

仙台市・塩竈市・白石市
多賀城市・岩沼市・登米市

大衡村

七ヶ宿町・大河原町・村田町・柴田町
川崎町・大和町・加美町

蔵王町・亘理町・松島町・七ヶ浜町
利府町・色麻町・涌谷町・美里町

東松島市

名取市・角田市・栗原市
大崎市・富谷市



１４

（１）経常収支比率の状況
財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、
依然として硬直的な財政状況が続いており、
○単純平均　８９．５％（前年度比４．０ポイント低下）
○加重平均　９３．９％（前年度比２．７ポイント低下）
となりました。

栗原市

大崎市 石巻市
女川町

登米市

涌谷町

大衡村

大和町

富谷市
利府町
多賀城市

塩竈市

七ヶ浜町

大郷町

東松島市

美里町

南三陸町

気仙沼市

加美町

仙台市

川崎町

蔵王町

七ヶ宿町

白石市

丸森町

角田市 山元町

亘理町

大河
原町

柴田町
村田町

名取市

岩沼市

色麻町

松島町

経常収支比率の推移（平均は単純平均）

75 

0 

80 

85 

90 

95 

100 

105 
（％） 

H22 H29 R1 R2 R3年度H30

県　　　平　　　均
市（仙台市除く）平均
町 　 村 　 平 　 均
全 　 　 　 　 　 国

86.4
（93.9）

87.0
（90.8）

93.1
（98.2）

91.4
（96.1）

95.5
（100.8）

90.4
（94.9）

94.1
（98.3）

92.3
（96.3）

96.6
（100.8）

90.9
（94.5）

88.5
（97.1）

89.5
（93.5）

85.2
（89.0）

92.9
（96.9）

全国

宮城県

85.0
（92.5）

84.9
（91.5） （　）は減収補塡債（特例分）、臨時財政対策債を

経常一般財源から除いた経常収支比率

91.4
（95.2）

93.5
（97.5）

96.4
（100.5）

89.9
（93.5）

89.6
（94.1）

92.9
（97.7）

91.6
（96.0）

94.5
（99.7）

経常収支比率　地方公共団体の財政構造の弾力性を測定する比率として用いられ、地方税や普通交付税等の毎年度継続して
入ってくる使い道の自由な収入（経常的一般財源）が、どれくらいの割合で人件費、扶助費、公債費等のように容易に削減す
ることのできない経常的経費に充てられているかを数値として表したものであり、近年では全国の市町村の平均が９０％前後で
推移しています。
＜算式＞
　　　　経常収支比率＝――――――――――――――――――――――――――――――――――――――　×１００

団体数
団体色区　分

計町村市

９８１　８５％未満

９８１　８５～９０％未満

１１５６　９０～９５％未満

６０６　９５～１００％未満

０００　１００％以上

３５２１１４　計

歳出総額のうち経常的経費に充当した一般財源
歳入総額のうち広義の経常的一般財源＋減収補塡債特例分＋猶予特例債＋臨時財政対策債

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（令和３年度）

財政構造４

※平均値の種類について
単純平均…各計欄に該当する市町村の指標数値を積み上

げ、当該市町村数で除したもの。
加重平均…指標算定式の要素を積上げ、算定式に基づい

て計算したもの。



１５

（２）実質公債費比率の状況
実質公債費比率（令和元年度～令和３年度
の３ヶ年平均）は、
○単純平均　５．９％（前年度比０．１ポイント低下）
○加重平均　６．５％（前年度比０．２ポイント上昇）
となりました。

なお、起債許可団体となる１８％以上の団体
はありませんでした。

栗原市

大崎市 石巻市
女川町

登米市

涌谷町

大衡村

大和町

富谷市

大郷町 松島町

東松島市

美里町

南三陸町

気仙沼市

加美町

仙台市

川崎町

蔵王町

七ヶ宿町

白石市

丸森町

角田市 山元町

亘理町

大河
原町

柴田町
村田町

名取市

岩沼市

色麻町

利府町
多賀城市

塩竈市

七ヶ浜町

団体数
団体色区　分

計町村市

５３２　２．５％未満

７３４　２．５～５．０％未満

１２９３　５．０～７．５％未満

９４５　７．５～１０．０％未満

２２０　１０．０％以上

３５２１１４　計

（令和３年度）

（３）将来負担比率の状況
将来負担比率は、
○単純平均　１８．２％（前年度比５．４ポイント低下）
○加重平均　２３．３％（前年度比７．１ポイント低下）
となりました。

なお、早期健全化基準（３５０％）を上回る
団体はありませんでした。

栗原市

大崎市 石巻市
女川町

登米市

涌谷町

大衡村

大和町

富谷市

大郷町 松島町

東松島市

美里町

南三陸町

気仙沼市

加美町

仙台市

川崎町

蔵王町

七ヶ宿町

白石市

丸森町

角田市 山元町

亘理町

大河
原町

柴田町
村田町

名取市

岩沼市

色麻町

利府町
多賀城市

塩竈市

七ヶ浜町

団体数
団体色区　分

計町村市

１９１１８　負担額なし

６５１　０～３０％未満

６２４　３０～６０％未満

４３１　６０～９０％未満

０００　９０％以上

３５２１１４　計

（令和３年度）

実質公債費比率、将来負担比率　P２５参照
―用語解説――――――――――――――

（参考）全国市町村　単純平均：７．１％、加重平均：５．５％

（参考）全国市町村　単純平均：２４．６％、加重平均：１５．４％



１６

（４）財政力指数の状況
財政基盤の強さを示す指標である財政力指
数（令和元年度～令和３年度の３ヶ年平均）は、
○単純平均　０．５４（前年度比０．０２ポイント低下）
○加重平均　０．６８（前年度比０．０１ポイント低下）
となりました。

栗原市

大崎市 石巻市
女川町

登米市

涌谷町

大衡村

大和町

富谷市

大郷町 松島町

東松島市

美里町

南三陸町

気仙沼市

加美町

仙台市

川崎町

蔵王町

七ヶ宿町

白石市

丸森町

角田市 山元町

亘理町

大河
原町

柴田町
村田町

名取市

岩沼市

色麻町

利府町
多賀城市

塩竈市

七ヶ浜町

団体数
団体色区　分

計町村市

２２０　１．０以上

１４６８　０．５～１．０未満

９５４　０．４～０．５未満

９７２　０．３～０．４未満

１１０　０．２～０．３未満

０００　０．２未満

３５２１１４計

（令和３年度）

財政力指数の推移
（３ヶ年の平均値）　（平均は単純平均）

0
H22 H29 R1 R2 R3年度H30

県　　　平　　　均
市（仙台市除く）平均
町 　 村 　 平 　 均
全 　 国 　 平 　 均

0.4

0.5

0.6

0.8

0.9

1.0

0.57 0.56

0.53

0.510.50 0.51

0.53 0.55
0.56 0.54

0.520.51

0.57 0.55

0.530.51
0.50
0.52

0.56
0.54

0.52

0.53 0.53

0.52

全国

宮城県

財政力指数　基準財政収入額を基準財政需要額で割り出して得た数値の過去３ヶ年の平均値をいい、この数値が大きいほど財
政力が強いとみることができます（基準財政収入額・基準財政需要額についてはＰ９参照）。
＜算式＞
　　　財政力指数（単年度）＝―――――――――――基準財政収入額

基準財政需要額

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

　



１７

（５）将来にわたる財政負担の推移
地方債の令和３年度末現在高は、１兆３，３５７億円（前年度１兆３，５７９億円）となっており、依
然として多額の債務を抱えている状況です。
また、債務負担行為に基づく支出予定額を地方債現在高に加えた額、いわゆる将来にわたる
財政負担は、１兆６，２３７億円（前年度１兆６，３９７億円）で、前年度と比較して減少しているもの
の、依然高い水準であり，財政構造の硬直化が懸念されます。

地方債現在高の状況
（令和３年度末現在高）

将来にわたる財政負担の推移

地方債の借入額と公債費の推移

債務負担行為　歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許費の金額の範囲内におけるものを除くほか、地方公共団体が債務
を負担する行為につき、その行為の内容として定めておくものであり（地方自治法第２１４条）、将来の支出を伴うものです。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

単位 : 億円（％）

うち単独災害
復旧事業債

4,868
（36.4）

1,092
（8.2）

837（6.3）

うち地方道路等
整備事業債

160（1.2）

うち緊急防災・
減災事業債

114（0.9）

一般補助施設
整備等事業債

その他

3,368
（25.2）

臨時財政
対策債

公共事業
等債
601
（4.5）

公営住宅
建設事業債
公営住宅
建設事業債
489（3.7）489（3.7）

財源対策債
419（3.1）

減税補塡債
136（1.0）

1,961
（14.7）

過疎対策事業債
398（3.0）

49（0.4）

うちその他
一般単独債
1,015（7.6）

学校教育施設等
整備事業債
762（5.7）

うち公共施設等
適正管理推進事業債

264（2.0）

うち補助災害
復旧事業債

うち合併
特例債

一般単独
事業債

192（1.4）

県全体
1兆 3,357
億円

災害復旧事業債災害復旧事業債
240（1.8）240（1.8）

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

18,000 

20,000
（億円）

H30H22 H29 R1 R2 R3年度

16,466 16,397

3,078

13,387

14,312

1,737

12,575

17,404

4,042

13,362

2,818

13,579

16,201

2,751

13,450

計 16,237

2,880

債務負担
行為

13,357

地方債
現在高

（％）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600
(億円)

H22 H29 H30 R1 R2 R3年度

9.6

1,265

1,052

213

1,143 9951,037

115 102

1,0101,035 1,150 1,028
借入額
1,069

元金
1,310

1,103

75

公債費
計 1,374

利息
64

1,106 1,044

88

1,110 1,111 1,131

6.6 6.8

12.0

7.0

9.6

7.3

8.5 8.4

7.3

8.5

6.4

7.0

歳入に占める
　　　地方債の割合 ( 宮城県 )

歳入に占める
　　　地方債の割合 ( 全国 )



１８

（１）基金の状況
令和３年度末における積立金現在高は、県全体で4,150 億円となり、前年度（４，１１１億円）と

比較して３９億円（ 0.9 ％）の増となりました。

〔内訳〕
○財政調整基金　　　　１，４７４億円（　９．６％増）
○減債基金　　　　　　　３２３億円（１４．５％増）
○その他特定目的基金　２，３５３億円（　５．３％減）

積立金現在高の推移

基金　ある特定の目的のために財産を維持し基金を積み立てるため、又は定額の資金を運用するために設けられる基金のこと
をいいます。前者を積立基金、後者を定額運用基金といい、それぞれ地方公共団体が任意で設置することができますが、その
設置は条例によることとされています。
財政調整基金　年度間の財源不足の不均衡を調整するために積み立てられる基金で、予期しない税収減や災害発生等の支出増
加等への備えとなります。
減債基金　地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金で、繰上償還を行うときなどに取り崩
されます。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

年度間の財源調整５

財政調整基金単年度積立額（令和３年度）

基金の状況（令和３年度）

※うち、東日本大震災分
○財政調整基金 ２１６億円（　４．８％減）
○減債基金 ５０億円（２８．２％増）
○その他特定目的基金 ４４４億円（２７．６％減）

H22 R1 R2 R3年度H30
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
(億円)

単位 : 億円（％）

2,088

795（38.1）
186（8.9）
1,107
（53.0）

H29

1,616
（22.2）

286（3.9）

5,374（73.9）

7,277

4,185

3,686（88.1）

31（0.7）
467（11.2）

1,505
（24.2）
266（4.3）

4,442（71.5）

6,214

3,164

2,701（85.4）

30（1.0）
433（13.7）

1,463
（25.5）

259（4.5）

4,027（70.0）

5,749

2,662

2,230（83.8）

34（1.3）
398（14.9）

1,345
（32.7）

282（6.9）
2,484（60.4）

4,111

880

613（69.7）
39（4.5）
227（25.8）

1,474
（35.5）

323（7.8）

2,353（56.7）

計 4,150

計 710
216（30.4）

444（62.6）
50（7.0）

う
ち
震
災
分

財政調整基金
減債基金
特定目的基金
財政調整基金（震災分）
減債基金（震災分）
特定目的基金（震災分）

（市部） （町村部）

10億円以上

5億円以上

10億円未満

1億円以上

5億円未満

0億円以上

1億円未満

－1億円以上

0億円未満

－5億円以上

－1億円未満

0

2

2

1

11

2

1 3

0

3

2

4 2川崎町
亘理町

蔵王町・七ヶ宿町・大河原町・村田町・柴田町・松島町
利府町・大衡村・色麻町・加美町・涌谷町

山元町
南三陸町

大和町・大郷町
美里町

七ヶ浜町

2

丸森町
女川町

東松島市

塩竈市・角田市
富谷市

白石市・名取市
多賀城市・栗原市

仙台市
気仙沼市

－5億円未満
石巻市
大崎市

岩沼市
登米市

その他定額運用
63（1.4）

単位：億円（％）土地開発基金
291（6.5）

定額運用基金
　　354（7.9） 財政

調整基金
　　　1,474
　　　　　　（32.7）

減債基金
323（7.2）

その他特定目的基金
2,353（52.2）

積立基金
4,150（92.1）

県全体
4,504億円

注）単年度積立額は「令和３年度末現在高－令和２年度末現在高」による。



１９

（２）積立金現在高比率
一般財源に対して、どの程度積立金があるかを示す積立金現在高比率は、単純平均では

９０．５％となり、前年度（９０．３％）より０．２ポイント上昇しています。

積立金現在高比率の推移（平均は単純平均）

積立金現在高比率別の団体数（令和３年度）

特定目的基金　特定の目的（高齢者福祉推進のための財源、文化センターの建設財源、スポーツ振興に資するための財源等）
のための財産の維持又は資金の積立の性質を持つ基金です。この基金については、設置された目的のためでなければ処分する
ことができません。
積立金現在高比率　地方公共団体の財政の安定性を判断する指標の一つで、高いほど将来に対する蓄えがあるということがで
きます。
＜算式＞　　　　　　　　　　　　　
　　　積立金現在高比率　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　

標準財政規模　地方公共団体の一般財源の標準的な大きさを示すもので、実質収支比率、実質公債費比率、連結実質赤字比率、
将来負担比率などの基本的な財政指標や財政健全化指標の分母となるため、大きな意味を有しています。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（財政調整基金＋減債基金＋その他特定目的基金）
標準財政規模（臨時財政対策債含む）

（％） 

H29H22 R1 R2 R3年度H30

250

0 

100

50

150

200 194.5

163.5

179.0 

136.6144.2

153.3

52.2

45.2

33.0

83.2 83.1

52.6

宮城県

全国

78.8 
81.7 

80.3 

90.5 
99.9 

78.6 

90.3 98.6 119.1127.7

136.8 

81.6

県　　　平　　　均
市（仙台市除く）平均
町 　 村 　 平 　 均
全 　 国 　 平 　 均

50～60％未満

40～50％未満

30～40％未満

20～30％未満

20％未満

3

1

1

0

0

0

0

利府町・涌谷町
美里町

色麻町

村田町

4蔵王町・大河原町
柴田町・加美町

0

6

0

3

100％以上

80～100％
未満

60～80％未満

（町村部）（市部）

3

2

5

4

3

七ヶ宿町・山元町・七ヶ浜町
女川町・南三陸町

川崎町・丸森町
松島町

気仙沼市・岩沼市
東松島市

石巻市
白石市

塩竈市・名取市・角田市
多賀城市・栗原市・富谷市

仙台市・登米市
大崎市

亘理町・大和町
大郷町・大衡村



２０

１　決算規模
令和３年度の県内市町村の公営企業会計の決算規模は、以下のとおりです。
〇決算規模　３，９５１億円（前年度比３７億円、０．９％減）
　　　　　　うち、東日本大震災分　３６９億円（前年度比９億円、２．３％減）

市町村公営企業決算規模構成比の推移

他会計繰入金　料金収入で賄うことが適当ではない又は困難な経費、つまり、独立採算性になじまない経費に充てるため、一
般会計等から上下水道事業や病院事業等の公営企業会計に対して繰り入れられている財源のことです。繰入金額は、原則とし
て、地方公営企業法の規定や毎年度総務省より示される通知を基準にしており、事業ごとに市町村が算定しています。
収益的支出　一年間の経営活動のために使われる人件費や物件費等の支出のことです。基本的に、サービス提供の対価として
の収入（料金収入等）をもって充てられます。
資本的支出　建設工事や設備導入、企業債償還のための支出のことです。主に､企業債等の収入をもって充てられます。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

公営企業会計第２章

増減率増減額R３年度R２年度

▲１．３▲１，８０１１３７，２４５１３９，０４６下 水 道

▲０．７▲４９１７５，０３１７５，５２２水 道

０．７２３３３２，０２３３１，７９０交 通

▲３．３▲３，６６７１０７，９５７１１１，６２４病 院

５．０２，０３５４２，８７９４０，８４４そ の 他

▲０．９▲３，６９０３９５，１３５３９８，８２５合 計

市町村公営企業決算規模の推移

注）　１．決算規模は次の算式により算出しています。
法適用事業　：　総費用－減価償却費＋資本的支出
法非適用事業　：　総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

２．震災分は、東日本大震災に係る復旧事業、復興事業等における収益的支出及び資本的支出の合計により算出しています。

（単位：百万円、％）

注）水道は簡易水道を含む。

R1 R2 R3年度H30H22 H29
0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

550,000

500,000

（百万円）

そ
の
他

病
　
院

下
水
道

交
　
通

水
　
道

147,289

81,900

49,030

32,584

423,176423,176

112,373

89,353

67,575

46,620

90,695

342,610342,610

48,366

148,599

107,056

48,765

83,456

33,368

421,244421,244

150,591

108,748

46,649

83,343

34,597

423,928423,928

139,046

111,624

40,844

75,522

31,790

398,825398,825

137,245

107,957

42,879

75,031

32,023

計 395,135計 395,135

決算規模
3,951億円

下水道
34.7％

病院
27.3％

水道
19.0％

交通
8.1％

その他
10.9％

R1 R2 R3年度H22 H29 H30
0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000
（百万円）

342,610342,610

423,176423,176

49,267

421,244421,244

52,051

決算規模 決算規模（震災分）

423,928423,928

48,723

398,825398,825

37,790

395,135395,135

36,933



２１

企業債現在高構成比の推移

３　他会計繰入金
令和３年度の県内市町村の公営企業会計の他会計繰入金は、以下のとおりです。
〇他会計繰入金　８１１億円（前年度比２４億円、２．８％減）

他会計繰入金構成比の推移

２　企業債現在高
令和３年度の県内市町村の公営企業会計の企業債現在高は、以下のとおりです。
〇企業債現在高　８，３５２億円（前年度比３２０億円、３．７％減）

増減率増減額R３年度R２年度

▲２．６▲１，３０８４９，６０８５０，９１６下 水 道

４．５２０２４，６７５４，４７３水 道

▲１．０▲４８４，６７０４，７１８交 通

▲１．４▲２９３２０，１１７２０，４１０病 院

▲３０．６▲９０６２，０５８２，９６４そ の 他

▲２．８▲２，３５２８１，１２８８３，４８０合 計

増減率増減額R３年度R２年度

▲３．７▲１７，３６８４４８，１４９４６５，５１７下 水 道

▲３．６▲５，１９１１３９，８５８１４５，０４９水 道

▲１．５▲１，９３９１２６，６８８１２８，６２７交 通

▲５．４▲４，３２２７６，１５９８０，４８１病 院

▲６．７▲３，１９８４４，３９２４７，５９０そ の 他

▲３．７▲３２，０１７８３５，２４６８６７，２６３合 計

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

注）水道は簡易水道を含む。

注）水道は簡易水道を含む。

518,232

156,737

138,304
90,113
60,819
964,205

501,257

153,219

134,230
86,872
56,735
932,313

484,306

150,005

129,054
83,049
51,175

897,588

465,517

145,049

128,627

80,481
47,590
867,263

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000
（百万円）

R1 R2 R3年度H30H22 H29
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道
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計835,246

448,149
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1,846
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69,162
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下水道
61.1％

病院
24.8％

水道
5.8％

交通
5.8％

その他 2.5％

企業債現在高
8，352億円

下水道
53.7％

病院
9.1％

水道
16.7％

交通
15.2％

その他
5.3％



２２

令和３年度決算に基づく経営指標

水道事業の経常収支比率
（上水道事業及び法適用簡易水道事業）

市町村立病院の経常収支比率

水道事業の料金回収率

市町村立病院の病床利用率

（上水道事業及び法適用簡易水道事業）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140（％）
経常収支比率

仙　台　市
塩　竈　市
気 仙 沼 市
白　石　市
名　取　市
角　田　市
多 賀 城 市
岩　沼　市
登　米　市
栗　原　市
大　崎　市
富　谷　市
蔵　王　町
大 河 原 町
村　田　町
柴　田　町
川　崎　町
丸　森　町
亘　理　町
山　元　町
松　島　町
七 ヶ 浜 町
利　府　町
大　和　町
大　郷　町
大　衡　村
色　麻　町
加　美　町
涌　谷　町
美　里　町
女　川　町
南 三 陸 町
石巻地方広域水道企業団
県　平　均
全 国 平 均

団体名
118.9 
124.1 
101.4 
111.0 
132.1 
112.4 
117.6 
112.4 
101.4 
102.1 
104.8 
114.2 
120.9 
121.8 
114.9 
135.2 
101.0 
109.7 
123.6 
113.6 
82.1 
111.9 
116.6 
107.1 
108.3 
116.1 
114.4 
105.9 
113.2 
118.1 
93.1 
97.5 
103.5 
113.4 
111.5 

0 20 40 60 80 100 120（％）
経常収支比率

仙台市立病院
石巻市立病院
石巻市立牡鹿病院
塩竈市立病院
気仙沼市立病院
気仙沼市立本吉病院
登米市立登米市民病院
登米市立米谷病院
登米市立豊里病院
栗原市立栗原中央病院
栗原市立若柳病院
栗原市立栗駒病院
大崎市民病院
大崎市民病院鳴子温泉分院
大崎市民病院岩出山分院
大崎市民病院鹿島台分院
蔵王町国民健康保険蔵王病院
国民健康保険川崎病院
丸森町国民健康保険丸森病院
涌谷町国民健康保険病院
美里町立南郷病院
南三陸病院
公立刈田綜合病院
公立黒川病院
公立加美病院
みやぎ県南中核病院
県 平 均
全 国 平 均

病院名
110.7 
104.6 
109.2 
100.4 
108.3 
104.8 
116.4 
85.6 
96.8 
102.0 
84.6 
92.4 
103.7 
99.8 
106.6 
101.9 
94.4 
100.4 
107.4 
94.2 
107.3 
101.7 
80.1 
22.6 
103.3 
103.0 
103.2 
106.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140（％）
料金回収率

仙　台　市
塩　竈　市
気 仙 沼 市
白　石　市
名　取　市
角　田　市
多 賀 城 市
岩　沼　市
登　米　市
栗　原　市
大　崎　市
富　谷　市
蔵　王　町
大 河 原 町
村　田　町
柴　田　町
川　崎　町
丸　森　町
亘　理　町
山　元　町
松　島　町
七 ヶ 浜 町
利　府　町
大　和　町
大　郷　町
大　衡　村
色　麻　町
加　美　町
涌　谷　町
美　里　町
女　川　町
南 三 陸 町
石巻地方広域水道企業団
県　平　均
全 国 平 均

団体名
108.0
118.5
94.2
105.5
126.7
99.4
111.5
106.6
96.0
87.2
99.0
105.7
112.1
112.5
92.5
129.1
94.8
96.1
121.3
103.1
78.9
95.3
112.0
81.4
104.6
107.3
116.5
99.4
111.5
115.9
58.9
83.6
99.0
104.8
103.4

0 20 40 60 80 100 120（％）
病床利用率

仙台市立病院
石巻市立病院
石巻市立牡鹿病院
塩竈市立病院
気仙沼市立病院
気仙沼市立本吉病院
登米市立登米市民病院
登米市立米谷病院
登米市立豊里病院
栗原市立栗原中央病院
栗原市立若柳病院
栗原市立栗駒病院
大崎市民病院本院
大崎市民病院鳴子温泉分院
大崎市民病院岩出山分院
大崎市民病院鹿島台分院
蔵王町国民健康保険蔵王病院
国民健康保険川崎病院
丸森町国民健康保険丸森病院
涌谷町国民健康保険病院
美里町立南郷病院
南三陸病院
公立刈田綜合病院
公立黒川病院
公立加美病院
みやぎ県南中核病院
県 平 均
全 国 平 均

病院名
68.2 
74.8 
44.3 
73.0 
70.5 
53.2 
77.6 
61.9 
74.2 
60.3 
70.0 
90.6 
79.8 
59.0 
83.5 
78.4 
44.8 
72.7 
53.7 
74.1 
70.7 
83.6 
43.9 
68.0 
79.6 
74.2 
69.9 
67.1 



２３

下水道事業の経費回収率
（特定公共下水道以外の全事業の数値を合算して算出したもの）

経常収支比率　公営企業の分析に用いる指標の一つです。企業の経常的な活動における収益性を表し、１００％で収支が均衡し
ている状態であり、１００％を割り込んでいる場合は費用が収益を上回る状態です。

―――――――――――――――――――　×１００（％）

料金回収率　給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標で、料金水準等を評価することが可能です。

――――――　×１００（％）

病床利用率　病院の施設が有効に活用されているか判断する指標です。なお、年延入院患者数は毎日２４時現在の在院患者数と
当日の退院患者数を加えたもので、年延病床数は医療法の規定に基づき許可を受けた病床数に入院診療日を乗じて得たもので
す。

―――――――――　×１００（％）

経費回収率　下水道事業の経営分析に用いる指標の一つで、汚水処理に要した経費（維持管理費及び資本費）に対して、どの
程度料金収入で賄えているかを示したものです。一般的には供用開始から年数が経過すると加入者が増加するので、数値が高
くなる傾向にあります。汚水処理の経費については、原則加入者からの料金収入によって賄うこととなっています。

――――――――――――――――――――　×１００（％）

水洗化率　現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表した指標です。

―――――――――――――　×１００（％）

注）水洗化率の全国平均については算出されていないため、掲載していません。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

年延入院患者数
年延病床数

経常収益（＝営業収益＋営業外収益）
経常費用（＝営業費用＋営業外費用）

下水道事業の水洗化率

給水単価
給水原価

使用料単価（＝料金収入÷年間有収水量）
汚水処理原価（＝（維持管理費＋資本費）÷年間有収水量）

現在水洗便所設置済人口
現在処理区域内人口

（特定公共下水道以外の全事業の数値を合算して算出したもの）

0 20 40 60 80 100 120 140（％）
経費回収率

仙　台　市
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団体名
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富　谷　市
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七 ヶ 宿 町
大 河 原 町
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川　崎　町
丸　森　町
亘　理　町
山　元　町
松　島　町
七 ヶ 浜 町
利　府　町
大　和　町
大　郷　町
大　衡　村
色　麻　町
加　美　町
涌　谷　町
美　里　町
女　川　町
南 三 陸 町
県　平　均

団体名
99.7
84.5
97.2
82.6
89.7
98.5
86.2
98.9
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82.5
79.0
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99.9
87.5
92.4
96.3
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92.8
95.6
80.6
90.8
98.9
95.0
98.0
97.7
92.2
87.3
86.0
80.7
80.3
68.9
78.8
91.0
89.0
95.3



２４

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、平成１９年度決算分から、各市町村は
健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）及び
各公営企業の資金不足比率を算定し、公表することとなりました。注）算定式については裏表紙参照
令和３年度決算に基づく算定の結果、健全化判断比率が早期健全化基準以上となった市町村
はありませんでした。

実質公債費比率
（早期健全化基準　２５％、財政再生基準　３５％）

将来負担比率
（早期健全化基準　指定都市　４００％、その他　３５０％）

注）１．棒グラフ及び表内の数値は令和３年度における数値を表しています。
　　２．単純平均の算出に当たり、充当可能財源が将来負担額より大きい団体は、将来負担比率を0として計算しています。

地方公共団体財政健全化法第３章

実質赤字比率（早期健全化基準　１１．２５～１５％、財政再生基準　２０％）
赤字団体はありませんでした。

連結実質赤字比率（早期健全化基準　１６．２５～２０％、財政再生基準　３０％）
赤字団体はありませんでした。
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２５

○実質公債費比率と将来負担比率の推移

地方公共団体の財政の健全化に関する法律　財政指標を整備してその公表の仕組みを設けるとともに、財政の早期健全化及び
再生のための新たな制度を整備することを目的として制定された法律です。
実質赤字比率　一般会計等の実質収支（P．２参照）の赤字額（実質赤字額）が標準財政規模に占める割合を表す比率です。
連結実質赤字比率　公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額及び資金の不足額の標準財政規模に対する比率です。
実質公債費比率　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に占める割合を表す比率
です。
地方公共団体財政健全化法の実質公債費比率は、起債の許可を要する団体の判定に用いるために平成１７年度決算分から算定
している地方財政法の実質公債費比率と同じです。
将来負担比率　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の
標準財政規模を基本とした額に占める割合を表す比率です。
早期健全化基準　地方公共団体の財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、自主的かつ計画的にそ
の財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４指標それぞ
れについて定められた数値です。
財政再生基準　財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況
において、計画的にその財政の再生を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率の３指標そ
れぞれについて、早期健全化基準を超えるものとして定められた数値です。
資金不足比率　公営企業会計ごとの「資金不足額」が事業の規模に占める割合を表す比率です。「資金不足額」は、地方公営
企業法適用企業では１年以内に支払うべきもの（流動負債）の額が、１年以内に換金できるもの（流動資産）の額を超える場
合、その額（不良債務）を基本に算定します。地方公営企業法非適用企業では、一般会計等の実質赤字額と同様に算定します。
経営健全化基準　地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準として、資金不足比率につい
て定められた数値です。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（参考）全国の都道府県・市区町村・一部事務組合の状況（令和３年度決算）
・　経営健全化基準以上の公営企業会計は７会計（令和２年度決算：１０会計）
→７会計の内訳：簡易水道事業１会計、交通事業３会計、病院事業１会計、下水道事業１会計、観光施設事業１会計

・　資金不足額がある公営企業会計は４４会計（令和２年度決算：４９会計）

資金不足比率（経営健全化基準　２０％）
３５市町村、５一部事務組合（企業団）の１３２
会計のうち、資金不足比率が経営健全化基準
を上回った会計はありませんでした。
なお、資金不足額があったのは２会計でした。

○資金不足比率の増減

※参考
（Ｒ３資金
不足額）

資金不足比率
団体名（会計区分）

増減R３R２

３００，２７５▲３．９　５．６　９．５仙　台　市（自動車運送）

１８５，３９９６．１　１１．０　４．９涌　谷　町（病　　　院）

（単位：％、ポイント、千円）
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１　ここでは、県内市町村の５種類の財政指標を偏差値で表
し、それをレーダーチャートで示しています。
２　財政指標を見る場合は右記のイメージ図を参考にしてく
ださい。
３　レーダーチャートは、線が外にあるほど財政状況が良い
ことを表しています。ただし、大きな五角形ができている
としても、財政上の問題が何もないということにはなりま
せん。
　　特に、積立金現在高については、復旧・復興事業に要す
る費用等後年度に取り崩される金額も含めて算定されるた
め、復興交付金基金等の残高が大きい団体は、良く見えや
すい点に注意が必要です。

■市町村ごとの財政指標を利用するに当たって

仙台市

⑤④③②①区分
２５９．９４５．７５９．１６．９９６．６数　値
３１．５４７．４４２．８５０．５３１．１偏差値

塩竈市

⑤④③②①区分
１４１．３７０．７－４．６９１．６数　値
５３．６５５．０５８．２５６．１４２．２偏差値

石巻市

⑤④③②①区分
１７７．４８０．１３７．８９．５９７．５数　値
４６．９５７．９４８．３４４．１２９．１偏差値

第２部　市町村ごとの財政指標

地方債現在高比率　地方債現在高を標準財政規模で除して得た数値です。地方公共団体の財政の安定性を判断する指標の一つ
で、低いほど将来にわたる地方債の負担が小さいということがいえます。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

県単純平均

⑤④③②①区分
１５１．１９０．５１８．２５．９８９．５数　値
５１．３５０．８５１．８５２．９４３．０偏差値

町村部単純平均

⑤④③②①区分
１４３．９９９．９１６．８６．２８７．０数　値
５２．３４９．６５０．６５４．８４３．０偏差値

市部単純平均

⑤④③②①区分
１６２．０７６．２２０．２５．５９３．２数　値
４９．７５６．７５２．９５３．９３８．７偏差値

※赤色実線は令和３年度における当該市町村の偏差値を示しています。なお、青色破線で令和３年度における全国の市区または町村の単純平均の数値（すな
わち偏差値５０）を表し、各市町村の全国の市区または町村における相対的な位置づけを示しています。

※偏差値の算出にあたっては、健全化法上、将来負担比率が「－（ハイフン）」で表記される市町村においては、便宜上「０」と置換しています。

（イメージ図）
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気仙沼市

⑤④③②①区分
１６０．３１１３．９－８．９９７．６数　値
５０．０６８．１５８．２４５．６２８．９偏差値

名取市

⑤④③②①区分
１７１．９７２．４－４．３９５．７数　値
４７．９５５．５５８．２５６．８３３．１偏差値

白石市

⑤④③②①区分
１０７．６８３．６－３．０８４．８数　値
５９．８５８．９５８．２６０．０５７．３偏差値

角田市

⑤④③②①区分
１９４．１７３．８３７．３９．７９０．７数　値
４３．８５６．０４８．５４３．７４４．２偏差値

岩沼市

⑤④③②①区分
１２５．３１０１．２－－１．８９５．６数　値
５６．５６４．３５８．２７１．７３３．３偏差値

多賀城市

⑤④③②①区分
１６９．６６２．８－３．９９６．０数　値
４８．３５２．６５８．２５７．８３２．４偏差値

登米市

⑤④③②①区分
１８３．３４９．６６９．０７．１９３．２数　値
４５．８４８．６４０．２５０．０３８．７偏差値

東松島市

⑤④③②①区分
１４８．４１２４．２－９．５９２．６数　値
５２．２７１．３５８．２４４．１４０．０偏差値

栗原市

⑤④③②①区分
１６３．８７５．８２４．１７．９９２．５数　値
４９．４５６．６５１．９４８．０４０．２偏差値

大崎市

⑤④③②①区分
２０４．２４０．０５６．６６．９９１．１数　値
４１．９４５．７４３．５５０．５４３．３偏差値

富谷市

⑤④③②①区分
６０．５７３．５－－２．３８９．０数　値
６８．６５５．９５８．２７２．９４８．０偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）
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80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020



２８

蔵王町

⑤④③②①区分
９８．０５０．３－４．２８７．８数　値
６０．０４５．９５８．２６０．９４１．８偏差値

大河原町

⑤④③②①区分
１５６．３５０．１２２．７０．４９３．５数　値
５０．２４５．９４８．７７２．４３２．６偏差値

七ヶ宿町

⑤④③②①区分
１１６．２１３０．９－６．６８３．３数　値
５６．９５１．９５６．２５３．６４９．０偏差値

村田町

⑤④③②①区分
１５４．９２３．７７２．４１１．８８８．２数　値
５０．４４３．９３２．３３７．９４１．１偏差値

川崎町

⑤④③②①区分
６６．９６３．８－４．８８４．２数　値
６５．３４６．９５６．２５９．１４７．６偏差値

柴田町

⑤④③②①区分
２０３．１５１．５６１．９４．１８９．１数　値
４２．３４６．０３５．７６１．２３９．７偏差値

丸森町

⑤④③②①区分
２０４．３７９．８４．７９．３８０．３数　値
４２．１４８．１５４．６４５．５５３．９偏差値

山元町

⑤④③②①区分
１８６．４２０６．４－７．１８５．６数　値
４５．１５７．５５６．２５２．１４５．３偏差値

亘理町

⑤④③②①区分
１３１．２８８．３－５．３８９．０数　値
５４．４４８．７５６．２５７．６３９．８偏差値

松島町

⑤④③②①区分
１２０．４６４．４６．７７．４８７．７数　値
５６．２４７．０５４．０５１．２４１．９偏差値

利府町

⑤④③②①区分
１９２．２４３．３４０．７６．８８６．０数　値
４４．１４５．４４２．７５３．０４４．７偏差値

七ヶ浜町

⑤④③②①区分
１１０．６１１７．９－０．８８９．１数　値
５７．９５０．９５６．２７１．２３９．７偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
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　現在高比率  
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①経常収支比率 
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④積立金
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⑤地方債
　現在高比率  
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2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  
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2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）
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①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
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④積立金
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①経常収支比率 

③将来負担比率
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④積立金
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①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  
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8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  
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5050
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2020



２９

大和町

⑤④③②①区分
６４．４８０．４－１．０９１．０数　値
６５．７４８．１５６．２７０．６３６．６偏差値

大衡村

⑤④③②①区分
１３０．３９７．４－５．８９０．６数　値
５４．６４９．４５６．２５６．１３７．３偏差値

大郷町

⑤④③②①区分
１７３．１９１．５－８．４８２．２数　値
４７．３４９．０５６．２４８．２５０．８偏差値

色麻町

⑤④③②①区分
１０６．２３３．７７９．１１０．２８３．５数　値
５８．６４４．７３０．１４２．７４８．７偏差値

涌谷町

⑤④③②①区分
１２４．７４５．７２０．４７．４７８．６数　値
５５．５４５．６４９．４５１．２５６．６偏差値

加美町

⑤④③②①区分
１３５．９５６．９３１．１７．５８４．８数　値
５３．６４６．４４５．９５０．９４６．６偏差値

女川町

⑤④③②①区分
１８０．２４６０．２－５．０９４．３数　値
４６．１７６．３５６．２５８．５３１．３偏差値

美里町

⑤④③②①区分
１４３．０４７．０１４．１６．７８４．６数　値
５２．４４５．７５１．５５３．３４６．９偏差値

南三陸町

⑤④③②①区分
２２４．０２１５．４－９．６９３．８数　値
３８．７５８．２５６．２４４．５３２．１偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）
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80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
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2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  
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　現在高比率  
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2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）
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2020

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  
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①経常収支比率 

③将来負担比率
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④積立金
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　比率 

④積立金
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⑤地方債
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趣旨：一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率
○実質赤字＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）
・繰上充用額＝歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額
・支払繰延額＝実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額
・事業繰越額＝実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額

趣旨：全会計を対象とした実質赤字（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率
イ　一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質
赤字の合計額

ロ　公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額
ハ　一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額
ニ　公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

趣旨：一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率
○準元利償還金の内容
　①　満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還をした場合の１年当たりの元金償還金相当額
　②　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還に充てたと認められるもの
　③　一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
　④　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの
　⑤　一時借入金の利子

趣旨：一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率
○将来負担額の内容
①　一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高
②　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの）
③　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額
④　当該団体が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額
⑤　退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額
⑥　地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見
込額

⑦　当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案した一般会計等の負担見込額
⑧　設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして
当該団体の一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財
務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

⑨　連結実質赤字額
⑩　一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち一般会計等の負担見込額
　

趣旨：公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率
○資金不足額
　一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごとに算定した額
○事業の規模
　料金収入など主たる営業活動から生じる営業収益等に相当する額

編集・発行　宮城県総務部市町村課
電話：022－211－2336
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/sichouson/
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財政再生基準早期健全化基準市町村の場合

２０％１１．２５～１５％
（標準財政規模に応じて）○実質赤字比率

３０％１６．２５～２０％
（標準財政規模に応じて）○連結実質赤字比率

３５％２５％○実質公債費比率

－３５０％
（指定都市４００％）○将来負担比率

－２０％
（経営健全化基準）○資金不足比率（公営企業）

　　　　　　　　　　　一般会計等の実質赤字
実質赤字比率　＝　――――――――――――――×１００
　　　　　　　　　　　　　標準財政規模

　　　　　　　　　　　　連結実質赤字額｛（イ＋ロ）－（ハ＋ニ）｝
連結実質赤字比率　＝　――――――――――――――――――×１００
　　　　　　　　　　　　　　　　　　標準財政規模

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（元利償還金＋準元利償還金）－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
実質公債費比率　＝　――――――――――――――――――――――――――――――――×１００の３カ年平均
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　標準財政規模－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　　　　　　　　　　　　　　　将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋
　　　　　　　　　　　　　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）
将来負担比率　＝　―――――――――――――――――――――――――――――――――――×１００
　　　　　　　　　　標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　　　　　　　　　　　　資金不足額
資金不足比率　＝　―――――――――――×１００
　　　　　　　　　　公営企業の事業規模

健全化判断比率等算定式

（３ヵ年平均）


